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問題意識 

省エネ・温暖化対策への多額の政府予算措置 

2012年～温暖化対策税の開始に伴う財源増 

多数の事業が存在、全体像が把握困難 

 

 

本発表の問い： 

何にいくら使われているのか？ 

ポートフォリオに偏りはないか？ 

 

⇒日米の省エネ予算から検討 
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データソース 

日本：行政事業レビューシート 

 国の約5,000のすべての事業について点検・見直しする
「行政事業レビュー」の基礎資料 

 すべての事業について政府担当部局が作成 

 事業概要、予算・執行額、成果実績、経費使途等を記載 

 

米国：省エネプログラムデータベース 

 州政府の省エネプログラムに関する民間データベース
（E Source） 

 各州の省エネプログラム予算資料・評価報告書等を整理
集計したもの 
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日本の省エネ補助金の推移：2009～2014年度 

経産・環境・国交3省の行政事業レビューシートより作成（出所：電力中央研究所報告 Y15018, 2016年5月） 
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その他 



米国州政府の省エネ補助金の推移：2010～2014年度 
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（出所：E Source DSM Insightより作成） 

2014年度：約7,000億円 



省エネ補助金の内訳の日米比較 
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限られた日本の「ソフト対策支援」 

日本の主なソフト対策支援事業：49億円 

 省エネ診断事業（4.9億円, 経産省） 

 CO2削減診断事業（6億円, 環境省） 

 エコチューニングビジネスモデル確立事業（1.9億円, 環境省） 

 GHG排出削減による中小企業経営強化事業（12億円, 環境省） 
 

米国のソフト対策支援事業予算：282 Mil.$（310億円） 

 行動変容・フィードバック 107 Mil.$（118億円） 

 教育・啓蒙 8.4 Mil.$（9億円） 

 学校教育 12 Mil.$（13億円） 

 エネルギー管理支援 2.9 Mil.$（3億円） 

 省エネ診断・性能検証 151 Mil.$（167億円） 
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※いずれも2014年実績。為替レート：110円/ドル 



まとめ：ソフト対策支援の強化の必要性 

省エネ技術・省エネ行動の普及バリアは、経済性だけで
なく、情報不足や取引費用削減、動機不一致などの市場
バリアの存在も大きい 

 

それらのバリア解消のための情報提供・行動促進を効果
的に進めるには民間の創意が必要 
⇒公的支援による市場創出が必要 

 

わが国の省エネ対策予算は設備導入補助・先進技術開発
に大きく偏り。行動変容や省エネ診断・エネルギー管理
支援等の「ソフト対策」への公的支援の強化が必要 
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以下、参考資料 
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国の温暖化対策事業の経費：約6,100億円/年* 

温暖化対策関連事業 その他のエネルギー対策
事業 

エネルギー対策
特別会計 

約2,300億円 
・エネルギー使用合理化対策費 
・非化石エネルギー等導入促進対策費  
・二酸化炭素排出抑制対策費 

約6,900億円 

・燃料安定供給費 
・電源立地対策費 
・電源利用対策費 

一般会計 

約3,800億円 
・家電・住宅エコポイント 
・エコカー補助金 
・その他の温暖化対策費 (経産省， 
 国交省，環境省) 
・震災復興関連の再エネ・節電予算 

約1,100億円 

原子力・核融合関係予算 

 

〈政府決算書から抽出したエネルギー・温暖化対策関連事業経費〉 

（出所：木村, 2016） 

*2008～2014年度の平均決算額 
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対象事業 

期間：2009～2014年度の6年間 

所管省庁：経済産業省・環境省・国土交通省の3省 

事業名・内容・予算額の整合性から同一事業の継続案件
を判断 

事業名・概要・目的から温暖化対策関連事業を抽出 
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 経産省 環境省 国交省 3省計 

全シート数 4,005 2,038 3,012 9,055 

全事業数 1,422 653 1,007 3,082 

執行額平均 

[兆円/年] 
2.04 0.48 7.46 9.98 

うち，温暖化対策関連事業 

事業数 367 172 61 600 

執行額平均 

[億円/年] 

5,531 

(72%) 

1,532 

(20%) 

581 

(8%) 

7,645 

(100%) 

 



温暖化対策事業の課題：不十分な評価 
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削減効果・費用対 
効果の評価あり 
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〈主な設備導入補助事業(N=50)の成果の評価状況〉 

導入設備容量データあり 

実施件数 
のみ 

その他 

評価なし 

約6割の事業で 
削減効果の評価がない 
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温暖化対策事業の課題：巨額事業への評価欠如 

経産・環境・国交3省の行政事業レビューシートより作成 

（億円） 

住宅エコポイント（総額3,888億円） 

「約20万tCO2」（行政事業レビューシートより） 
ただし推計方法の記載なし 

家電エコポイント（総額4,853億円） 

「273万tCO2」（環境省・経産省・総務省, 2011) 
ただし会計検査院(2012)等が過大評価と批判 

エコカー補助金（総額9,604億円） 
削減効果の評価なし 

いずれも景気刺激策と
しての評価は皆無 

他の設備導入補助金 

研究開発 

技術実証 
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温暖化対策事業の課題：費用効果が低い事業の存在 
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家電エコポイント

電動式塵芥収集車導入補助事業

大規模HEMS情報基盤整備事業

再エネ等導入推進基金事業

住宅エコポイント

クリーンエネルギー自動車等導入促進事業

再エネ熱利用加速化支援対策

廃棄物エネ導入低炭素化促進事業

“一足飛び”型発展のための資金支援事業

低炭素価値向上社会システム構築支援基金

先進技術省エネ型自然冷媒機器普及促進事業

チャレンジ25地域づくり事業

住宅・建築物高効率エネシステム導入促進事業

先進対策による業務CO2排出量大幅削減事業

バイオ燃料導入加速化事業

住宅・ビル革新的省エネ技術導入促進事業

省エネ型ノンフロン整備促進事業

省エネ型ロジスティクス等推進事業

エネ使用合理化事業者支援補助金（LPガス分）

削減量連動型中小企業グリーン投資促進事業

国内排出量取引推進事業

エネ使用合理化事業者支援補助金（天然ガス分）

エネルギー使用合理化事業者支援補助金

温泉エネルギー活用加速化事業

省エネ自然冷媒冷凍等装置導入促進事業

物流の低炭素化促進事業

（参考：京都メカニズムクレジット取得事業）

家庭・事業者向けエコリース促進事業

利子補給による設備導入事業
省エネ設備導入

再エネ設備導入

その他または

温暖化対策全般

※横軸は対数表示 （単位：円/t-CO2）

1,000 10,000 10万 100万 [円/tCO2] 

政府による評価データが存在した設備導入事業の費用対効果 

推計式：事業執行額÷
ライフタイム削減量。 
一部事業については対
策持続期間を8～15年
と仮定。 
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温暖化対策事業の課題：政策の”追加性”の視点欠如 

省エネは成行きでも進むため、“政策なかりせば”の場合
に比べて追加的である必要 

 

実際には、フリーライダー は多い 
(仮に補助金がなくとも同じ設備投資した受領者） 

 

政府事業の追加性/フリーライダーの評価は皆無 

 欧米の省エネ事業ではフリーライダーが半数程度との評価多数 

 過去のNEDO省エネ補助事業（2002～2008年実施）の推計例 
⇒次スライド 
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NEDO省エネ設備導入補助事業の評価事例 
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特に変更はしなかった

より生産性や快適性の高

い設備を採用した

省エネ効果を上積みした

導入する設備や対策を追

加した

より省エネ性能の高い設備

を採用した

「補助金を得るために導入する設備の構成を変更しましたか？」 

（出所：木村・大藤, 2014） 

17 


